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平成２２年度事業報告書 
 

ユニバーサルサービス制度の施行から５年が経過し、交付金の交付及び負担

金の徴収に係る業務は順調に推移している。 

平成２２年度は、以下の業務を推進し、制度のより一層の定着に努めた。 

 

 

１ 交付金の交付及び負担金の徴収に係る関係業務の的確な実施 

 

(1) 交付金の交付、負担金の徴収に係る業務の的確な実施 

合算番号単価は２１年度と同額の月額８円となった。この月額８円の合

算番号単価を適用して、平成２２年度において徴収が必要な負担金１８８

億円を負担対象事業者３０社（平成２３年２月からは２９社）から徴収し、

これを適格電気通信事業者に交付金として交付するとともに支援業務費

に充当した。 

平成２２年度の番号単価８円は、前年度の最終算定月が平成２２年１月

になった影響で、平成２２年２月からの適用となった。このため、平成２

２年２月分の算定対象電気通信番号から負担額を徴収することとなり、最

終算定月は平成２３年１月となった。 

 

(2) 交付金の額及び負担金の額等に係る認可申請の円滑な実施 

関係法令に基づき、以下のとおり番号単価等を算定するとともに、交付

金の額及び交付方法並びに負担金の額及び徴収方法の認可申請を行い、申

請のとおり認可を受けた。これらの案件については、その都度報道発表を

行うとともに関係電気通信事業者への通知等を行った。 

① 交付金の額及び交付方法並びに負担金の額及び徴収方法 

平成２３年度における交付金の額及び交付方法並びに負担金の額及

び徴収方法について、電気通信事業法（以下「法」という。）第１０９

条第１項及び第１１０条第２項の規定に基づき平成２２年９月１６日

付けで総務大臣に認可申請を行い、同年１１月１６日に認可となった。 

② 番号単価の算定 

総務省告示第４２９号（平成１８年７月３１日）に基づき、平成２１

年９月に算定した合算番号単価及び番号単価について、平成２２年４月

に同年１月末の算定対象電気通信番号数を基に修正番号単価の算定を

行い、合算番号単価は８円のままとした。 
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また、平成２２年６月末の算定対象電気通信番号数を基に同年９月、

平成２３年度に適用する合算番号単価及び番号単価の算定を行い、合算

番号単価を月額７円とした。 

 

(3) 外部機関による会計・経理事務におけるチェック機能の強化 

交付金の交付及び負担金の徴収事務の適正かつ公正・確実な実施を確保

するため、次のとおり２名の公認会計士による外部監査を、厳正に実施し

た。 

① 平成２２年５月に平成２１年度決算についての監査を受け、「適正に

処理されている」旨の監査報告書を受理した。 

② 平成２２年１１月に中間監査を受け「適正に処理されている」旨の報

告を受けた。 

 

 

２ 周知・広報活動及び問い合わせ対応の実施 

 

(1) 多面的な周知・広報活動の実施 

ユニバーサルサービス制度の一層の周知徹底のため、インターネットの

多面的な活用や周知広報資料の充実等にも留意しながら、次のような取り

組みを実施した。 

① 親子見学・説明会 

夏休み期間を利用した親子見学・説明会を長野市内において開催した。

親子見学・説明会には２０組４０名の親子が参加し、ＤＶＤによるユニ

バーサルサービス制度の説明や意見交換、ＮＴＴ局舎や１１０番通信指

令センター及び１１９番通信司令室等の見学を実施し、ユニバーサルサ

ービスについての理解を深めて頂いた。 

② 消費者団体等とのパイプ作り 

前年度に引続き、首都圏及び地方都市で開催された消費者団体との会

合（計６回）において、ユニバーサルサービス制度の説明、意見交換や

資料配布を行った。 

③ ＷＥＢ広告 

多面的な周知広報活動の一環として、共同通信社と地方新聞会社約 

５０社が共同運営する「４７ＮＥＷＳ＆アドネットワーク」のポータル

サイトにスーパーバナー広告を平成２３年２月１６日から１ヶ月間掲

載し、ユニバーサルサービス制度に関する周知を行った。 
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④ 報道発表 

平成２２年度における番号単価の修正や平成２３年度に適用する番

号単価の算定結果、交付金・負担金の額等の認可申請及び認可について

の報道発表を行い情報の公開に努めた。 

⑤ 新聞広告による周知 

平成２３年度に適用する番号単価について、平成２２年１２月９日の

全国紙、地方紙合わせて５０紙の朝刊に半２サイズの広告を掲載し、ユ

ニバーサルサービス制度に関する周知を行った。 

この他に日本消費経済新聞に広告記事を掲載した。 

⑥ ホームページ及び自動音声・ＦＡＸ案内サービスを活用した周知 

支援業務に係る情報は可能な限りホームページ及び自動音声・ＦＡＸ

案内サービスに掲載し、周知徹底を図った。 

ホームページへのアクセス数は、月平均８,０００程度であり、平成

２３年度に適用の番号単価が前年度と同額のため、月別のアクセス数に

大きな変動は無かった。また、自動音声・ＦＡＸ案内サービスは、イン

ターネットを利用されていない方々への情報提供のため、ホームページ

の掲載内容とほぼ同一の情報を電話及びＦＡＸにより提供しており、ア

クセス数は月平均６回であった。 

⑦ パンフレットによる周知 

ユニバーサルサービス制度の概要について掲載したパンフレットを

２０,０００枚作成し、通信事業者、関連団体、総務省(総合通信局等を

含む)に配布し制度の周知を図った。 

⑧ 負担対象事業者による周知広報活動への支援 

平成２３年度に適用する番号単価の額や適用時期等について、事業者

への説明会を開催したほか、共通Ｑ＆Ａの作成・配布等を行い、事業者

による周知広報活動の支援を行った。 

 

(2) 円滑な問い合わせ対応の実施 

関係電気通信事業者や一般利用者からの問い合わせ等に即応するため、

コールセンターを開設しているが、平成２２年度の問合せ状況は、番号単

価が前年度と同額のこともあり、月平均１５件程度で推移した。 

 

 

３ 支援業務諮問委員会の運営 

法第１１３条第２項の規定に基づき支援業務諮問委員会が開催され、次
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のとおり、協会会長の諮問事項について審議し、適当である旨の答申を頂

いた。 

① 第１３回支援業務諮問委員会（平成２２年４月２７日開催） 

諮問事項：合算番号単価及び番号単価の修正について 

② 第１４回支援業務諮問委員会（平成２２年９月１５日開催） 

諮問事項：番号単価の算定、交付金及び負担金の額等の総務大臣への認

可申請等について 

③ 第１５回支援業務諮問委員会（平成２３年２月１７日開催） 

諮問事項：平成２３年度事業計画及び収支予算案の作成について 

 

 

４ 効率的な業務執行体制の整備と関係事務の円滑な推進 

制度の変更や支援業務に関する法的対応等に関し、弁護士や関係機関によ

る勉強会を開催するなど、関係職員の業務知識や対処能力の向上を図り、業

務執行体制の強化に努めた。 

 

 

５ 情報公開の実施 

事業計画及び事業報告、予算及び決算、交付金の交付及び負担金の徴収状

況、支援業務諮問委員会の審議模様、番号単価の算定などの支援機関の情報

のほか、負担対象事業者等のユニバーサルサービス料の設定状況などの関連

情報もホームページや自動音声・ＦＡＸ案内サービスを通じて提供し、情報

公開に努めた。 

 
 


